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Ⅰ. 移行審査で見られた組織
のEMSの問題点

移行審査で見られた組織のEMSの問

題点として、以下の４つが挙げられました。

① 外部･内部の課題の決定に関する問

題点（課題の見落としがある、課題決

定のプロセスが不明）

② リスク及び機会の決定に関する問題点

（決定された“リスク及び機会”に問題

がある、“リスク及び機会”を決定するプ

ロセスに問題がある）

③ リーダーシップ及びコミットメントの実証

に関する問題点（トップマネジメントの

リーダーシップ及びコミットメントが十分に

実証されていない）

④“必要なプロセス”の確立に関する問

 題点（手順の確立に留まっている、

EMSに必要なプロセス及び相互作用

が可視化されていない）

時間の制約もあり、これらの問題点す

べてを深く考察していくのは難しいので、

取り上げる問題点を絞り込みました。「③

リーダーシップ及びコミットメントの実証に

関する問題点」については、関連する

テーマをWG1で取り上げていますので、

そちらを参考にしていただきたいと思い

ます。「④“必要なプロセス”の確立に関

する問題点」については、ISO 14001で

は2015年版で初めてプロセスを確立し

Part 4 JAB マネジメントシステム研究会 報告 WG2
リスク及び機会で組織を活性化するEMS

皆さん、こんにちは。WG2の検討結果

をご報告させていただきます。私はWG2

の主査を担当させていただきました寺田

と申します。どうぞよろしくお願いします。

最初に、WG2のテーマ選定の経緯に

ついてご紹介します。

本シンポジウムは2018年3月開催という

ことで、ほとんどの組織が2015年版への

移行を終えている時期であることから、改

めて規格の説明はあまり必要ないであろ

うと考え、EMSを活用している組織、ある

いは認証機関の方々に「何を伝えるか？」

を検討してまいりました。

そこで、2015年版で新しく導入された

考え方やEMSの機能を活用して、EMS

の有効性を向上させるヒントになる情報を

提供させていただくのが一番良いのでは

ないか、という結論に達しました。

このような経緯から、WG2のテーマは

「リスク及び機会で組織を活性化する

EMS」とさせていただきました。

本日の内容ですが、大きく２つのパート

に分けて紹介させていただきます。１つめ

のパートが「移行審査で見られた組織の

EMSの問題点」で、２つめのパートが「“リ

スク及び機会”で取組みの範囲を拡げ

る」です。

では、１つめのパートについて、説明さ

せていただきます。
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では、プロセスを確立することについては言

及していないので、決定した結果（課題）だ

け示せれば良いだろうと理解し、運用して

いるケースがあります。そのため、課題は特

定されているのですが、どうやってその課題

を特定したのか、また、将来にわたって適切

な課題を特定できることを明確に説明する

ことができないというケースです。

■要求事項の理解
このような原因への対応を検討してい

くために、もう一度規格の要求事項を振

り返ってみたいと思います。

特定すべき外部・内部の課題とは、

「組織の目的に関連し、かつ、そのEMS

の意図した成果を達成する組織の能力

に影響を与える」（4.1）課題のことです。

このような課題を決定することが要求さ

れています。

そして、この課題には「組織から影響を

受ける又は組織に影響を与える可能性

がある環境状態を含めなければならない」

（4.1）ということですから、当然環境に

関する課題も含まれますが、外部･内部

の課題は“環境に限った課題だけではな

い”ということです。ここは注意を払ってお

く必要があると思います。

EMSにおけるこの要求事項の位置付

けを理解するために、このモデル図（図表

１）を見ていただきますと、「4.1」の外部･

が外部・内部の課題として取り上げられ

ていない、というような例です。

２つめは、決定のプロセスに関する問

題点です。外部・内部の課題をどのように

特定したのか、その方法／プロセスが明

確ではないというケース、あるいは、将来に

わたって課題やその変化が、適切に決定

されることを確信させるだけの根拠がない

というケースです。

このような問題の代表点な原因を３つ

挙げてみました。

第一に、現在のEMSの適用範囲を前

提に課題を検討していることです。2004

年版で取り組んできたEMSの適用範囲

を前提にして、2015年版で要求されてい

る外部・内部の課題を決定している、例え

ば、現在「エネルギーの使用量の削減」

に取り組んでいるので、「エネルギーの使

用」に関する課題がある等と整理してい

る、というようなことです。

第二に、“環境”に関する課題のみを

特定しようと試みていることです。規格の

要求事項では、「EMSの意図した成果を

達成する組織の能力に影響を与える」課

題ですから、必ずしも環境に限ったもので

はないと思いますが、従来の「著しい環

境側面」を、そのまま外部･内部の課題と

して捉えてしまっているケースがあります。

第三に、課題を決定したエビデンスさえあ

れば良いという理解があることです。「4.1」

実施することが要求事項として入ってき

たのですが、ISO 9001では早くからプロ

セスの確立が謳われており、多くの取組

み事例がすでに発表されていますので、

QMSの知見を参考にすることができると

考えました。

そのような理由で、WG2では、「①外

部･内部の課題の決定に関する問題点」

と「②リスク及び機会の決定に関する問

題点」の２つを取り上げたいと思います。

1. 外部･内部の課題の決定に関する問
題点

説明の順序としては、「問題点」→「要

求事項の理解」→「改善のヒント」→「改

善事例（Before/After）」という構成で

紹介したいと思います。

■問題点
問題点は大きく２つあります。

１つめは、決定された課題自体に関す

る問題点です。具体的には、特定された

外部・内部の課題が、トップマネジメントの

インタビューなどで出てきた（トップマネジメ

ントが認識している）課題と整合していな

い、あるいは、審査の中で発見された課

題と整合していないケースです。例えば、

現場の担当者の方をインタビューする中で

「課題がある」と思われるのに、その課題

図表１ 外部・内部の課題の決定の重要性
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内部の課題の決定が左上にあります。そ

の課題を、「4.3」でどの範囲でEMSに取

り組むのかを検討し、「4.4」でEMSの確

立、実施において考慮に入れていきます。

PDCAのPlanの段階では、「6.1.1」で課

題についての関連するリスク及び機会を

決定します。Checkの段階では、課題の

変化をマネジメントレビューで報告すること

が求められています。このように、外部･内

部の課題は、EMSの確立、実施、維持に

非常に大きな影響を持っています。

■改善のヒント
外部・内部の課題の決定に関する改

善のヒントについてですが、よく考えていた

だくと、この外部・内部の課題を決定する

というプロセスは、必ずどこの組織にもあ

るはずです。たとえ、EMSあるいはQMS

に対する体系的な取組みが行われてい

なかったとしても、組織に事業活動がある

限り、何らかの計画を立案し、その計画を

実施しておられるわけですから、組織の

課題を決定するプロセスというのは会社

にあるはずです。それをうまく活用してい

ただきたいと思います。

つまり、すでに会社の中にある外部･内

部の課題を決定するプロセスを使って、

EMSでは何に取り組む必要があるのか

を決定していただくわけです。具体的に

は、組織が有する有価証券報告書、中期

経営計画、年度方針･計画などを活用し

ながら、外部･内部の課題を決めていただ

くのが、最も簡単で最も精度の高い「課

題を決定する」という活動につながってい

くのではないかと考えます。

■改善事例（Before/After）
ここで、改善の事例を一つ紹介します。

従来は表面的な課題しか特定していな

かったのですが、会社にある既存の課題

を特定した書類を探し出して、それをうま

く引用することで改善につなげたという例

です。この事例は、情報通信機器の販売

を行う商社の一部、製造業向けの商品

･サービスを取り扱う事業本部でEMSの

認証を取得しているケースです。

Before（図表２）:2015年版への移行

にあたって特定した外部・内部の課題

は、紙の使用、廃棄物の発生、省エネル

ギーなど、2004年版で著しい環境側面と

して出てくるような内容でした。その結果、

2015年版に基づく取組みも、紙の使用

量の削減、3Dプリンターで使う廃液の管

理などに終始していました。

After（図表３）:組織の課題が特定さ

れている書類は何かないかを確認しても

らい、会社全体の中期経営計画を外部･

内部の課題の情報源にしていただきまし

た。その結果、新たに認識された外部･内

部の課題としては、IoTやAI技術の進歩

や少子高齢化など、業界が抱える課題へ

の対応が特定されることになりました。す

ると、このような課題にEMSで取り組むと

いうことであれば、そもそも会社の中の一

事業本部だけで取り組むことが適切なの

図表２ 外部･内部の課題の決定に関する問題点－改善事例（Before）

図表３ 外部･内部の課題の決定に関する問題点－改善事例（After）
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“リスク及び機会”を決定することの目的

が十分に理解されていないケースです。

“リスク及び機会”を決定する目的を十

分に理解していなければ、その“リスク及

び機会”への取組みも目的を欠いた曖昧

なものになってしまいます。この目的に関

連して、前掲の附属書Aの「A.6.1.4 取

組みの計画策定」では、「組織が環境マ

ネジメントシステムの意図した成果を達成

するための優先事項である、著しい環境

側面、順守義務、並びに6.1.1で特定した

リスク及び機会に対して環境マネジメント

システムの中で行われなければならない

取組みを、高いレベルで計画する」として

います。簡単に言うと、意図した成果を出

すために取り組むべき課題を決定してお

くことが、“リスク及び機会”を決定するこ

との目的です。

■要求事項の理解
“リスク及び機会”の決定のアプローチ

の例として、ISO 14004:2015の記述を

図表に落とし込んで整理してみました（図

表４）。ここには、“リスク及び機会”に関す

る４つのプロセスと、７つのアウトプットが記

述されています。これまでの私の審査経

験から、これは“リスク及び機会”を最も細

かく分類し特定した例ではないかと思い

ます。規格要求事項に十分対応すると、

おそらくこのような形になるかと思います。

会”をどのような基準で決定したかが不明

である事例です。

これらの問題点については、大きく４つ

の原因があると考えています。

第一に、「6.1」で要求されるプロセス

の関係が十分に理解されていないまま、

EMSの設計・構築が実施されているケー

スです。

第二に、それぞれのプロセスの目的が

曖昧なまま、プロセス／手順が構成されて

いるケースです。

第三に、“組織に影響を与えるリスク及

び機会”を検討していないケースです。

ISO 14001:2015の「3 用語及び定義」

の「3.2.11 リスク及び機会」では「潜在

的で有害な影響（脅威）及び潜在的で

有益な影響（機会）」と定義しています。

また、同規格の附属書Aの「A.3 概念

の明確化」では「この規格では、“影響”

（effect）という言葉は、組織に対する

変化の結果を表すために用いている」と

しています。ISO 14001で言う“リスク及

び機会”の結果は、誰に対して影響を与

えるのかというと、環境ではなくて組織で

す。著しい環境側面を決定するときには、

もちろん環境への影響も考えておく必要

がありますが、“リスク及び機会”について

は、組織に対しての影響を考えて決定す

ることが求められています。

第四に、EMSで取り組む必要のある

かというところまで議論が及び、EMSの

適用範囲の見直しの必要性も見えてきま

した。

このように、要求事項の「4.1」にどのよ

うに対応するかということをしっかりと考え

ていただくと、本来あるべきEMSの取組

み、あるいはEMSの適用範囲を見直す

契機につながるのではないかと考えます。

2. リスク及び機会の決定に関する問題点

前節同様、「問題点」→「要求事項

の理解」→「改善のヒント」→「改善事例

（Before/After）」という構成で紹介し

ます。

■問題点
問題点は大きく２つあります。１つは、決

定された“リスク及び機会”に関する問題

点であり、もう１つは、その決定のプロセス

に関する問題点です。

１つめの問題点については、決定され

た“リスク及び機会”が、審査におけるトッ

プインタビューの結果と整合しない、ある

いは審査の中で検出された“リスク及び

機会”と整合しないこと等があります。さら

に、決定された“リスク及び機会”の件数

が多すぎて、それに対してどう取り組むか

ということが不明確になってしまうケースも

あります。

２つめの問題点については、前節と同

様で、“リスク及び機会”を決定するプロセ

スが不明である、あるいは“リスク及び機

図表４ リスク及び機会の決定のアプローチの例
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容を拝見していくと、潜在的で有害な影

響をもたらす可能性がある“リスク及び機

会”は「環境目標が達成できないこと」で

あり、潜在的で有益な影響をもたらす可

能性がある“リスク及び機会”は「環境目

標が達成できること」としていました。取組

みについても、2004年版で今まで取り組

んでいた電力消費の低減や排ガス対策

車の利用率向上などが、そのまま2015年

版の目標としてシフトされていました。トッ

プインタビューの中でいろいろお話を聞い

てみますと、これまでは東日本大震災へ

の復興対応で受注は順調でしたが、平

成31年以降は工事が大幅に減少するこ

とが見込まれていますし、社員が定着せ

ず、人手不足で新規採用が非常に難し

いという課題をトップとして認識されていま

した。そこで審査の中で、「“リスク及び機

会”をもう一度しっかりと考えてみましょう。

簡単に言ってしまうなら、社長の懸念事

項イコール“リスク及び機会”です。それを

しっかりと書き出して、取り組んでみてくだ

さい」とお願いしました。

After（図表６）:最終的には、社長の

懸念事項が“リスク及び機会”として特定

されました。具体的には、i-Construction

の推進として、ドローンによる三次元測定

など、ITを使った技術推進をはかること

や、会社のイメージアップによる社員の採

用、定着化をはかることなど、事業活動に

密着した目標が設定されました。

続いて、化成品を取り扱う専門商社の

事例です。

「事業を取り巻く環境に関連するリスク

及び機会を決定する」となります。

もし今、“リスク及び機会”を決定する

手続きが複雑すぎるとか、適切な“リスク

及び機会”が特定されていないとかいっ

た問題があるようでしたら、ぜひ、これらの

目的に対して適切なプロセスになってい

るかどうかを、もう一度振り返って見てい

ただくと、改善の機会の特定に役立つの

ではないかと思います。

■改善事例（Before/After）
改善の事例を２つ紹介します。最初は

土木工事業のケースです。

Before（図表５）:審査にお伺いしたと

き、“リスク及び機会”についての取組内

■改善のヒント
ただ、図表４は少し細かすぎる感があり

ますので、規格要求事項は十分に満た

しながら、かつもう少し一般的な形として、

①著しい環境側面、並びに、関連する“リ

スク及び機会”を決定するプロセス、②順

守義務に関連する“リスク及び機会”を

決定するプロセス、③4.1、4.2に関連する

“リスク及び機会”を決定するプロセス、

という３つのプロセスに絞り込むことができ

ます。

それぞれのプロセスの目的は、①は「活

動、製品、サービスと環境との関わりを理

解し、著しい環境側面を決定する」、②は

「環境側面に適用される順守義務に関

連するリスク及び機会を決定する」、③は

図表５ リスク及び機会の決定に関する問題点－改善事例（Before）

図表６ リスク及び機会の決定に関する問題点－改善事例（After）
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表的な例として、環境事故の発生や、ライ

フサイクルの別の段階での環境影響の

悪化があります。

③環境目標を達成する

これは2004年版でも求められていたこ

とであり、変わりはありません。

注意をしておきたいのは、2015年版

においても、“順守義務を満たすこと”と、

“環境事故等を含む有害な環境影響を

生じさせないこと”、この２つについては、

2004年版から変わることなく一貫して期

待されているということです。“リスク及び

機会”という新しい用語又は概念に目を

奪われがちですが、この２つの部分に、

少しでも懸念がある場合には、まずこの２

つの分野における取組みを確実にしてか

ら、次の課題に取り組むことが重要です。

次に、事業プロセスとEMSの“リスク及

び機会”の取組みについて、整理してみた

いと思います（図表７）。組織の一般的な

活動は、戦略に基づいて計画を立案し、

計画に従って業務を実施していくという形

だと思います。この戦略は、組織の持つ課

題に対処すべく立案されるものですが、そ

の組織の課題は、組織を取り巻くさまざま

な状況から発生してきます。EMSを導入し

て体系的に取り組んでいくということは、こ

の組織を取り巻く状況を受けて、EMSに

関連する可能性のある課題を決定すると

いうことです。そしてその課題の中で、取り

れていたことでしょう。停滞しているEMS

を、他の事業改善計画と結びつけるだけ

で、このような事業プロセスの改善につな

がる取組みに発展するという事例です。

Ⅱ “リスク及び機会”で取組
みの範囲を拡げる

ここで、2015年版での変更点を改めて

確認したいと思います。2015年版では、

EMSの意図した成果として、①順守義務

を満たす、②環境パフォーマンスを改善す

る、③環境目標を達成する、を明確に位

置付けました。

以下、１つずつ見ていきます。

①順守義務を満たす

これは、すべてのマネジメントシステムの

基本であり、最低のラインです。2015年版

では、順守義務に関する要求事項が一

層強化されていますが、2004年版でもこ

れは重要な課題の一つでしたので、基本

的には「変わりない」と考えていただいて

いいと思います。

②環境パフォーマンスを改善する

これについては、大きく２つの側面があ

ると思います。１つは、予期しない有害な

環境影響を生じさせないこと。もう１つは、

顕在する環境影響を緩和／改善するこ

とです。予期しない有害な環境影響の代

Before:認証を取得して15年が経過

しています。「環境配慮型製品の販売

促進」を目標に掲げていますが、実際の

EMSの主たる取組みは、オフィスから出る

紙、電気、廃棄物の削減など、身近な活

動に留まっていましたので、今後認証を

継続するかどうかを含めて、取組みを検

討しました。この会社は一方で、将来の事

業強化を目指して業務コンサルタントを入

れ、10年後を見据えた業務改善計画を

策定しており、この活動の中で会社の強

み･弱みの分析も行っていました。

After:2015年版移行のための幹部

向けの研修で、EMSの目指すところを再

確認し、社長は事業プロセスの改善につ

ながるEMSの再構築を指示しました。そ

こで、業務コンサルタントを入れて行った

分析結果をEMSに活用、特定された会

社の弱みを「リスク」として、会社の強みを

「機会」として決定し、改善活動に取り

組みました。改善後の取組み計画として

は、新製品／新規取扱い製品の開発の

視点の１つとして“環境”に焦点を当てる

こと、産業廃棄物の発生を事業プロセス

全体（受注～輸入、販売）で検討するこ

と、中・長期的な人材育成の視点でEMS

に取り組むことなどが整理されました。

新製品開発や中･長期的な人材育成

といった視点は、2015年版でなくても、これ

までのEMSの取組みの中でも十分課題

として出て来る可能性があったものです。

EMSが十分機能していたなら、こういった

ことをもっと早く特定して取組みが進めら

図表７ 事業プロセスとEMSのリスク及び機会への取組み
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1. SDGs

SDGs（Sustainable Development 

Goals）（図表８）は、国連が発表した持

続可能な開発目標であり、17の分野で設

定されています。SDGsは今、企業の社

会貢献の取組みとして、あるいはESG投

資のための評価指標として、さらに成長

企業の判断基準として、注目を集めてい

ます。EMSとの関連で言えば、SDGsに

は、環境と関連するテーマがいくつかあり

ますので、EMSの取組み課題として馴

染みやすいと思います。17の目標の中に

は、クリーンエネルギー、気候変動への対

応、海や緑の豊かさを守るといったまさに

環境に関連する課題から、産業･技術の

革新や、まちづくり等といったEMSで十

分支援できる分野が含まれています。

SDGsへの取組みについてお話をお聞

きすると、一番多い反応は「うちは中小企

業なので、国連の目標なんていうのは関

係ありません」というものですが、意外と身

近なところにSDGsに関連する課題があり

ます。例えば、外国人労働者を雇用して

いる、あるいはパートさんを雇用していると、

賃金格差等の課題が発生している可能

性があります。すると、SDGsの中には「公

正」に関する目標もありますから、SDGsへ

の取組みの１つとして改善に取り組むこと

ができると思います。

また、企業がどのようにしてSDGsの課

題に取り組んでいけばよいのかについて

は、「SDGsコンパス」というガイドラインが

潜在的で有益な影響をもたらし得る“リス

ク及び機会”となるはずです。EMSの活

動に対して、閉塞感や、やり尽くした感を

持っている組織は、このEMSで目指すも

のを見直す又は拡げることで、有効な取

組みが可能になるはずです。

例えば、新規事業の開発や、市場の拡

大を事業上の課題としている組織にとっ

ては、“SDGs”をEMSの意図した成果の

一つに位置付けることによって、EMSが

このような課題への取組みを支援できる

可能性があります。

同じ様に、“持続可能な調達の実現”

をEMSの意図した成果の一つとして位

置付けることによって、“サプライチェーン

の管理”に関する課題の解決を支援す

ることができるでしょうし、“生物多様性・

生態系保護”、“業務プロセスの効率化と

いう観点からの働き方改革の実現”等を

EMSの意図した成果の一つとして位置

付けることによって、外来種への対応や、

長時間労働、業務の無駄、人手不足等

の課題の解決を支援するEMSの運用が

可能になるのではないかと考えています。

ではこれから、「SDGs」「持続可能な

調達」「生物多様性・生態系保護」「働

き方改革」、この４つのテーマについて、

WG2の検討結果を紹介していきたいと

思います。

組む必要のある“リスク及び機会”を決定

し、“リスク及び機会”への取組みを計画し

ていくということになります。EMSの導入に

よって特定された外部・内部の課題には、

もともと課題としては認識していたけれど

も、その重要性がEMSによって改めて強

く認識される課題もあるでしょう。EMSに取

り組んだことによって初めて発見されるよ

うな課題もあると思います。

では、2015年版の特長を生かして、

EMSの取組みの範囲をどこまで拡げる

か？ これは、組織の判断で決めることで

すが、拡げれば、それだけ多くの課題につ

いて発見できる、あるいは再認識できる可

能性が出てきます。

ここで、2004年版と2015年版の違い

について、改めて確認しておきたいと思

います。2004年版では、主に著しい環境

側面をしっかり管理していくということに

フォーカスを当てていましたが、2015年版

では、さらに広範な“リスク及び機会”を決

定して取り組んでいくことが可能になりま

した。

この“リスク及び機会”は、組織が何

を達成しようとしているのかによっても変

わってきます。意図した成果の達成を阻

むものが潜在的で有害な影響をもたらし

得る、“リスク及び機会”となるでしょうし、

意図した成果の達成を後押しするものが

図表８ SDGsのロゴ

（出典：国際連合広報センター）
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ように変わっているかをしっかり考えて取

り組んでいく必要があるということです。

今直接的に関連するのは、オリンピックの

組織委員会や国・自治体などかもしれま

せんが、一旦この持続可能な調達が定着

してくると、このあとの社会で持続可能性

に配慮した調達が求められるようになる

のは間違いありません。

サプライチェーンの管理についても、ど

のような場面で持続可能な調達に関連

する課題があるのかを検討しておく必要

があります。上流の原材料調達業者にお

いては、違法採掘や紛争鉱物を扱ってい

ないか、下流の回収業者や廃棄物処理

業者においては、不法投棄などが行われ

要素と関連付けて整理したものです。外

部･内部の課題や利害関係者のニーズ

･期待として、SDGsへの対応が掲げられ

ています。このような上位の課題に続いて、

“リスク及び機会”への取組みを決め、目

標に展開していただければよいわけです。

2. 持続可能性に配慮した調達

持続可能性に配慮した調達について

は、2020年の東京オリンピックを控えて

ニーズが高まっています。私たちが考えて

おかなければならないのは、自らの行う事

業が東京オリンピックに関係があるかない

かではなくて、オリンピック後の社会がどの

発行されており、この中に詳細に整理さ

れてます。基本はPDCAを回して取り組

んでいくというものですから、非常にEMS

に馴染みやすい内容になっていると思い

ます。

EMSの中でSDGsに対して体系的に

取り組んでいる企業はまだ少ないと思い

ますが、SDGｓの取組み事例としては、①

食品製造会社、流通業者、消費者が連

携した食品廃棄物ゼロへの取組み（流

通）、②海外耕作放棄地を活用した茶産

地育成事業、③再生可能エネルギー利

用の発電（商社）、④ICT活用による温

暖化ソリューション（電機）、⑤雇用の安定

創出、などがあります。

ここで、SDGsに取り組むための３つの

ポイントを挙げておきたいと思います。１つ

めは、組織の活動に関連のあるSDGsの

テーマを経営計画、環境目標に取り入れ

ることです。SDGsにはたくさんのテーマが

あるので、これらすべてに対応できるわけ

ではありませんから、自社の事業に関連

の深いテーマを取り上げてください。２つ

めは、新製品開発、新規事業創出ツール

として活用することです。３つめは、アウト

ソース先の管理にも適用することです。組

織の事業活動の上流･下流も含めて取り

組んでください。

では、具体的にSDGsをEMSの中にど

のように組み込んでいくかについて図でま

とめたものを紹介します（図表９）。これは、

ある飲料メーカーのホームページ上で公開

されているSDGsへの取組みを、EMSの

図表９ SDGsへの取組み事例（飲料メーカー）

図表10 持続可能性に配慮した調達にどのように取り組むか
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ていないかを管理しなければなりません。

そこには、環境に関する課題もあれば、環

境以外の人権や公正な取引などの課題

を含んでいる可能性もあります。

具体的に、持続可能性に配慮した調

達をEMSにどのように取り込むかについ

て、規格要求事項ごとに整理してみたの

がこの図です（前頁図表10）。

3. 生物多様性・生態系保護

生物多様性・生態系保護は、2010年

に開催されたCOP10でクローズアップさ

れた課題です。2015年版では「5.2 環境

方針」の環境保護に関するコミットメントの

ところで、「生物多様性及び生態系の保

護を含み得る」と記載されています。この

課題については、環境方針に掲げてはい

るものの、具体的な活動には展開されて

いないという企業が多く見受けられます。

本当に生物多様性・生態系保護に取り

組める余地がないのかどうかを一度検討

していただきたいと思います。

ここで事例を２つ紹介させていただき

ます。１つめは、ハウスメーカーでの部材

調達です。この会社では、海外の違法伐

採に対応するため、合法性の証明を事

実上の取引条件にしています。これは、

生態系保護につながる取組みであり、事

業に直接影響している事例です。２つめ

は、廃棄物処理業者によるホタルの保全

活動です。収集運搬車両から排出され

る排ガスや廃棄物の排出がホタルの生

息数減少の一因と捉え、固有種の保全

活動を展開しています。この取組みのア

ピールが、地域社会との信頼関係につ

ながり、社員の採用などに良い効果を上

げています。

生物多様性・生態系保護を具体的に

どうやってEMSに取り込むかについて、

規格要求事項との関連から整理してみ

たのがこの図（図表11）ですので、参考に

してみてください。

4. 働き方改革

政府主導で働き方のルールや慣習を

見直す動きが活発になっています。働き

方改革のすべての面をEMSで支援する

というのは難しいかもしれません。しかし、

業務の効率化という観点では、EMSが働

き方改革の推進を支援できる側面がある

と思います。

ここで再び廃棄物処理業者の事例を

紹介します。この会社では数年前から、有

給休暇の取得率の改善や退職金の制

度化、ワークライフバランスの拡充などが

推進されており、EMSの目標展開と合わ

せた活動として一体化しています。

働き方改革（業務の効率化）を具体

的にどうやってEMSに取り込むかについ

図表11 生物多様性・生態系保護にどのように取り組むか

図表12 働き方改革（業務の効率化）にどのように取り組むか
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かは、規制を満たしている限り自由である

はずです。ところが、私が審査やコンサル

ティングなどを通じて感じるのは、マネジメ

ントシステムが“認証”の対象になった途

端、非常に画一化・硬直化し、「こうでなけ

ればいけない」というような取組みになっ

てしまっていることです。

ですから、2015年版への移行を契機

に、今まで見て来たようなSDGsや持続

可能な調達など、さまざまな新しい課題を

取り入れながら、柔軟なマネジメントシステ

ムを構築・運用していただくことによって、

事業活動に対して非常に貢献するEMS

になるのではないかと感じています。

本日は、大きく２つのパート、「移行審査

で見られた組織のEMSの問題点」と「“リ

スク及び機会”で取組みの範囲を拡げ

る」について発表させていただきました。

今回の発表が、皆様のEMSの有効性を

向上させ、事業活動に貢献できるEMSの

ためのヒントになればと思います。ご静聴

ありがとうございました。▼

ある課題」は、「発見／宝の山」と言えま

す。規格要求事項で言えば「6.1.1」がこ

れに当たり、まさに取り組むべき課題を発

見するプロセスです。ここを活用し、組織

の事業活動に統合した取組みを展開し

ていただくと、EMSがより一層有効性を

発揮することができると考えています。

おわりに

最後に、マネジメントシステムの有効活

用に向けて、整理させていただきます。

環境改善に対してどのように取り組ん

でいくかということを検討したときに、１つ

は規制を強化して取り組むという選択肢

があり、もう１つはマネジメントシステムを利

用した取組みという選択肢があると思い

ます。産業界は、マネジメントシステムを利

用した取組みを選びました（図表14）。

マネジメントシステムというのは、組織の

自主的な取組みであり、どこまで改善する

て、規格要求事項との関連からこの図の

ように整理してみました（図表12）。参考

にしてください。

まとめ

事業活動と“リスク及び機会”との関連

を図にしてみました（図表13）。組織の事

業活動は、組織の事業基盤をベースとし

て、組織のマネジメントによって最終的に

は事業上の方針･目的を達成することに

あると考えます。この目的達成に向けてさ

まざまな取組みを行う中で、これはEMS

に限らないと思いますが、行く手を阻も

うとする「脅威」や、取組みを後押しする

「機会」が出てきます。これらの「脅威」や

「機会」に体系化されたマネジメントシス

テムで取り組めば、より効率的に、最適な

成果を得ることができるというメリットがあり

ます。EMSの運用で得ることのできる成

果の例として、SDGsの達成への貢献、

持続可能な調達の実現、生物多様性・

生態系保護への貢献、働き方改革（業

務効率化）の実現などがあります。

ここで再度、事業プロセスとEMSの“リ

スク及び機会”への取組みについて確

認しておきます。図表７で示したように、組

織を取り巻くさまざまな状況があって、これ

に対してEMSによって取り組む必要の

ある課題を認識していくことになります。こ

れは、今まで発見されていなかった弱点

や新しく取り組む必要のあるニーズ及び

期待に気づいていくプロセスになります

から、図表７の「EMSで取り組む必要の

図表13 体系化されたマネジメントシステムによる運用

図表14 マネジメントシステムと規制の違い




